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平成２２年９月定例記者会見

平素は、報道関係の皆様方には適切かつ迅速な報道を通して、市

民の皆様方への情報の周知に努めていただいておりますことに、深

く感謝を申し上げます

さて、本日の案件につきましては、この９月議会に提出いたしま

す「議案」のみでございます。

９月議会は、平成２２年９月７日（火）午後１時から開会となっ

ておりまして、今議会の議案件数は、専決処分報告２件、条例関係

１件、予算関係７件、その他５件の計１５件となります。

この内、主な議案についてご説明を申し上げますので、ご了承賜

りたいと思います。

まず、１ページ、報告第１号「専決処分事項について」は 「平、

成22年度田辺市一般会計補正予算（第５号 」について、去る７月）

３日、９日、１４日の梅雨前線豪雨により被災した農林施設及び公

共土木施設の災害応急復旧費３，９９０万円を７月３０日付で専決

処分したものです。

６ページ、報告第２号「専決処分事項の報告について」は、平成

22年６月24日に市有地山林のヤマモモが個人地に越境し、その実が

自動車を汚損させたこと及び平成22年６月１日に日向保育所におい

て保育児童が転倒し負傷した事故について、それぞれ和解したこと

から報告をするものです。

、 「 」８ページ 議案第１号 田辺市火災予防条例の一部改正について

は、複合型居住施設（５００㎡未満の共同住宅にグループホームな



- 2 -

どの福祉施設が設置されるもの）において該当施設用自動火災報知

設備を設置した場合は、住宅用防災機器の設置を免除するため改正

するものです。

１０ページ、議案第２号「物品購入契約の締結について」は、据

置型デジタル式汎用Ｘ線透視診断装置を大塔富里診療所及び大塔三

川診療所にそれぞれ配置するため、株式会社スズケン田辺支店から

１，９２１万５千円で購入するものです。

１１ページ、議案第３号「民事調停の申立てについて」は、納付

指導に応じない市営住宅の入居者１人及び連帯保証人並びに退去者

１人に対して家賃の支払いを求める民事調停の申立を行うもので

す。

１２ページ、議案第４号「田辺市過疎地域自立促進計画の策定に

ついて」は、過疎地域自立促進特別措置法が改正され、平成２７年

度まで期限が延長されたことから、平成２２年度から平成２７年度

までの過疎地域自立促進計画を策定するものです。

本計画は、別添として配布しております。また、その詳細につき

ましては、田辺市過疎地域自立促進計画参考資料に記載の通りです

が、全体計画事業数１５７件、全体事業費は３０２億７，０３１万

３千円としております。

また、従来は本計画に登載されたハード事業のみが過疎債の対象

でしたが、今回の法改正に伴いソフト事業が新たに対象となること

から、全体１５７事業の内８２事業、８８億３，７５９万２千円を

位置づけております。

過疎対策事業債（ソフト分）は、将来にわたり過疎地域の自立促

進に資する事業を対象として、地域医療の確保、住民の日常的な移

動のための交通手段の確保、集落の維持及び活性化など、住民が将

来にわたり安全に安心して暮らすことのできる地域社会の実現を図
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るため、特別に地方債を財源として行うことが必要と認められる事

業で市町村計画に定めるものが対象とされており、借入額の７０％

が交付税措置されることから、本年度は発行限度額の２億１，１３

０万円を予定しております。

議案第５号「平成22年度田辺市一般会計補正予算（第６号 」か）

「 （ ）」ら議案第11号 平成22年度田辺市水道事業会計補正予算 第１号

につきましては、別紙の９月補正の主な内容をご覧頂きたいと思い

ます。

まず、防災対策事業は、土砂災害等の発生に備え、防災行政無線

の個別受信機の設置されていない老人福祉施設などの要援護者施

設、２２施設に対して防災行政無線個別受信機を設置し、迅速な避

難が行える体制を整備するものです。

次の戸籍住民基本台帳費は、住民基本台帳法が改正され、①３か

月を超えて在留し住所を有する外国人について住民基本台帳法の適

用対象に加える、②住民基本台帳カードについて、市町村間の異動

（転入・転出）において継続して使用する、③戸籍の附票（現住所

の記載）の異動情報を住民基本台帳ネットワークシステムを活用し

た電子データで行うこととされ、平成２４年７月から施行が予定さ

れていることから、住民基本台帳システムを平成２２年度から２４

年度にかけて改修するものです。

予防事業については、１０月から国が実施する新型インフルエン

ザ予防接種事業において、昨年度同様、６５歳未満を対象として低

所得者（市民税非課税世帯）及び生活保護世帯に対して接種費用の

助成を行うもので、併せて、６５歳以上の方を対象とした季節性イ

ンフルエンザの接種が新型インフルエンダワクチンを含んだ接種と

なるため、６５歳以上の低所得者及び生活保護世帯に対しても接種
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費用の助成を行うこととなります。

、 、 、次のページですが 農業振興事業 農作物鳥獣害防止対策事業は

イノシシなどの農作物への被害防止のために防護柵の設置を行う４

団体と、駆除のための箱わなを購入する１団体に助成を行うととも

に、市においてもアライグマの捕獲檻１００基を購入し、貸し出し

等を行います。

また、果樹産地づくり総合対策事業は、遊休農地の解消及び農地

の流動化を促進するため、耕作放棄の恐れのある農地に６年以上の

利用権を設定する長期活用支援として１２名、４７３ａ、遊休農地

に３年以上の利用権を設定する遊休農地解消支援として１名、３３

ａに対して助成を行います。

山村振興事業は、山村地域での地域資源を活用した生産施設の整

備や修繕等を支援する山村地域力再生事業として、木炭を生産する

３組合において紀州備長炭製炭窯５基の修繕と田辺花木生産組合が

実施する運搬用モノラック整備に、それぞれ助成するものです。

次のページをお願いします。二つ目の水産振興事業ですが、芳養

漁港内の再開発用地について、土地の鑑定評価等を行うほか、水道

宅地造成分担金を納付し、土地の処分ができる環境を整えます。

都市下水路事業は、 紀伊田辺駅北側の機関区跡地の一部に背JR

戸川都市下水路の調整池を整備するため、都市計画決定の変更及び

事業認可区域の変更を行うものです。

教育指導事業は、学校のあり方検討委員会での議論を踏まえ、本

宮中学校、三里中学校のそれぞれの地域で統合検討委員会を設置し

議論してきた結果、本宮中学校・三里中学校の統合準備委員会を設

置し、統合に向けた準備・調整を行っていくこととなり、その費用
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を計上しています。

教育振興事業は、レジ袋有料化への参加事業者の寄付金を原資と

して交付される県補助金を活用して、太陽光発電施設を整備してい

る学校に環境学習用の教材備品等を購入するものです。

次のページは、本年６月及び７月に被災した農林施設、公共土木

施設の災害復旧費用です。

今回の一般会計の補正予算額は２億５，７１０万８千円、補正後

予算額は、４０４億５，３９３万６千円としております。

尚、次のページには、田辺市国民健康保険事業特別会計ほか４つ

の特別会計の補正予算の説明を載せております。

ただ今説明を省略しました、その他の予算につきましては記載の

通りですが、ご質問等がございましたら、担当者から説明を致させ

ますのでよろしくお願い申し上げます。


